
 

平成 19年 3月期 平成 18年 11月 8日

上 場 会 社 名　　　富 士 急 行 株 式 会 社
コ ー ド 番 号      9010 本社所在都道府県　山梨県

　　　（ＵＲＬ      http://www.fujikyu.co.jp/）

代　　表　　者      役職名　代表取締役社長　　氏　名　堀内　光一郎

問合せ先責任者      役職名　経営管理部長　　　氏　名　和田　一成　 TEL (0555) 22 - 7120

中間決算取締役会開催日　　平成 18年 11月 8日
単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

(1)経営成績 　　（注）表示方法：百万円未満切捨て
売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 12,494 3.2 2,366 6.5 1,901 3.4
17年 9月中間期 12,112 △ 1.9 2,221 △ 1.4 1,838 2.1
18年 3月期 21,965 2,799 1,965

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間
 ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
18年 9月中間期 1,046 6.7 9.72
17年 9月中間期 980 6.8 9.09
18年 3月期 711 6.32
(注) ①期中平均株式数    18年 9月中間期   107,690,102 株   17年 9月中間期   107,876,507 株   18年 3月期   107,788,837 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

18年 9月中間期 － －
17年 9月中間期 － －
18年 3月期 － 5.00

(3)財政状態
総  資  産 純　資　産 自己資本比率 １株当たり

純資産
百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 9月中間期 79,691 16,602 20.8 154.17
17年 9月中間期 75,695 16,473 21.8 152.86
18年 3月期 74,771 16,374 21.9 151.77
(注)①期末発行済株式数　18年 9月中間期    　107,687,857 株　17年 9月中間期    　107,771,765 株　18年 3月期    　107,692,015 株

 　 ②期末自己株式数　　18年 9月中間期        2,081,620 株　17年 9月中間期        1,997,712 株　18年 3月期        2,077,462 株

２. 19年 3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 23,900 2,300 870 5.00 5.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             8 円 8 銭

※上記の業績予想については、現時点での情報に基づき作成したものであり、実際の業績は要因の変化により異なる場合があります。

個別中間財務諸表の概要

１. 18年 9月中間期の業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）

上場取引所　　　　東京
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中間財務諸表等

(単位:百万円)

(17年9月30日) (18年9月30日) (18年3月31日)

Ⅰ 22,672 23,262    590 19,006

7,534 8,276    742 4,635

817 875    57 622

435 557    122 531

95 98    3 103

208 409    201 300

110 －  △ 110 105

12,576 12,145  △ 431 12,130

136 160    24 146

441 423  △ 18 161

202 193  △ 8 175

122 127    5 99

△ 8 △ 5 2 △ 4

Ⅱ 53,022 56,429    3,406 55,765

2,567 2,883    316 2,689

3,225 3,276    50 3,153

25,424 28,247    2,823 25,575

9,689 10,098    408 10,173

2,336 2,290  △ 46 2,306

429 417  △ 11 423

372 433    61 1,446

8,977 8,780  △ 196 9,996

関 係 会 社 株 式 2,387 2,387    － 2,387

投 資 有 価 証 券 1,559 2,941    1,381 3,255

長 期 貸 付 金 4,155 2,917  △ 1,237 3,785

長 期 前 払 費 用 84 133    49 167

繰 延 税 金 資 産 58 －  △ 58 －

そ の 他 の 投 資 等 821 563  △ 258 564

貸 倒 引 当 金  △ 89  △ 162  △ 72  △ 162

資　産　合　計 75,695 79,691    3,996 74,771

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

未 収 収 益

繰 延 税 金 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

貯 蔵 品

自 動 車 事 業 固 定 資 産

観 光 事 業 固 定 資 産

土 地 建 物 事 業 固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

( 資 産 の 部 )

そ の 他 の 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

未 収 金

前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

① 中間貸借対照表

各 事 業 関 連 固 定 資 産

科　　    　目

短 期 貸 付 金

分 譲 土 地 建 物

有 価 証 券

流 動 資 産

固 定 資 産

前事業年度の
貸借対照表当中間会計期間末前中間会計期間末 比 較 増 減
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(単位:百万円)

(17年9月30日) (18年9月30日) (18年3月31日)

Ⅰ 15,519 17,859    2,340 14,389

11,533 12,141    607 10,751

1,427 2,787    1,360 1,797

233 247    13 200

－ －    － 17

737 748    10 285

88 87  △ 0 72

812 1,323    510 982

78 74  △ 3 60

447 370  △ 76 133

83 79  △ 3 88

79 －  △ 79 －

Ⅱ 43,702 45,229    1,526 44,007

39,866 40,965    1,099 39,598

－ 288    288 440

－ 179    179 213

－ 138    138 138

3,835 3,658  △ 177 3,617

59,221 63,088    3,867 58,397

Ⅰ 9,126 －  △ 9,126 9,126

9,126 －  △ 9,126 9,126

Ⅱ 3,398 －  △ 3,398 3,398

2,398 －  △ 2,398 2,398

999 －  △ 999 999

Ⅲ 4,217 －  △ 4,217 3,947

1,959 －  △ 1,959 1,959

219 －  △ 219 219

2,037 －  △ 2,037 1,768

Ⅲ 519 －  △ 519 722

Ⅳ  △ 787 － 787  △ 820

16,473 －  △ 16,473 16,374

75,695 －  △ 75,695 74,771

Ⅰ － 16,127    16,127 －

－ 9,126    9,126 －

－ 3,398    3,398 －

－ 2,398    2,398 －

－ 1,000    1,000 －

－ 4,425    4,425 －

－ 1,959    1,959 －

－ 2,466    2,466 －

－ 219    219 －

－ 2,246    2,246 －

－  △ 823  △ 823 －

Ⅱ － 475    475 －

－ 475    475 －

－ 16,602    16,602 －

－ 79,691    79,691 －

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

評 価 ・ 換 算 差 額 等

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

（ 資 本 の 部 ）

預 り 保 証 金

負　債　合　計

株 主 資 本

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

資　本　合　計

負 債 ・ 資 本 合 計

当中間会計期間末
前事業年度の
貸借対照表

資 本 剰 余 金

比 較 増 減

利 益 準 備 金

別 途 積 立 金

前中間会計期間末

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

中間＜当期＞未処分利益

その他有価証券評価差額金

純　資　産　合　計

投 資 損 失 引 当 金

資 本 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

科　　　　目

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

（ 純 資 産 の 部 ）

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

（ 負 債 の 部 ）

短 期 借 入 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 流 動 負 債

長 期 借 入 金

別 途 積 立 金

資 本 準 備 金

賞 与 引 当 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
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(単位:百万円、％)

  　　　科        　　　　　　目

(17.4.1～18.3.31)

Ⅰ

営 業 収 益 658 682   23   3.6 1,194

営 業 費 557 548 △ 9 △ 1.6 1,147

営 業 利 益 100 133   32   32.5 47

Ⅱ 自  動  車  事  業     

営 業 収 益 1,512 1,517   4   0.3 2,823

営 業 費 1,178 1,194   15   1.3 2,254

営 業 利 益 334 323 △ 10 △ 3.2 569

Ⅲ 観   光   事   業   

営 業 収 益 8,858 9,221   363   4.1 15,744

営 業 費 7,477 7,655   177   2.4 14,307

営 業 利 益 1,381 1,566   185   13.4 1,437

Ⅳ 土 地 建 物 事 業   

営 業 収 益 1,082 1,073 △ 9 △ 0.9 2,202

営 業 費 677 730   52   7.8 1,457

営 業 利 益 405 343 △ 62 △ 15.4 745

全 事 業 営 業 利 益 2,221 2,366   144   6.5 2,799

Ⅴ 営　業　外　収　益 124 81 △ 42 △ 34.2 183

受 取 利 息 及 び 配 当 金 67 74   6   9.9 112

そ の 他 の 収 益 56 7 △ 49 △ 86.4 70

Ⅵ 営　業　外　費　用 507 546   39   7.7 1,016

支 払 利 息 459 512   52   11.5 924

そ の 他 の 費 用 48 34 △ 13 △ 28.3 92

経 常 利 益 1,838 1,901   63   3.4 1,965

Ⅶ 特 　別　 利　 益 10 － △ 10 － 885

Ⅷ 特　 別　 損　 失 184 141 △ 42 △ 23.1 1,200

1,664 1,760   95   5.8 1,651

682 719   37   5.4 548

1 △ 5 △ 6 － 390

980 1,046   65   6.7 711

1,056 － △ 1,056 － 1,056

2,037 － △ 2,037 － 1,768

 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

前 期 繰 越 利 益

中 間〈当期〉未処分利益

②中間損益計算書

(18.4.1～18.9.30)(17.4.1～17.9.30)

前事業年度の
要約損益計算書前中間会計期間 当中間会計期間

鉄   道   事   業

増　　減

金　額 増減率

中 間〈当期〉純 利 益

税引前中間〈当期〉純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
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　　③中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　　至　平成18年９月30日）

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高 9,126 2,398 999 3,398 1,959 219 1,768 3,947

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当（注） △538 △538

　役員賞与（注） △30 △30

　中間純利益 1,046 1,046

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額 (純額)

中間会計期間中の変動額合計       － 　　       － 　　 0 0       － 　　       － 　　 478 478

平成18年９月30日残高 9,126 2,398 1,000 3,398 1,959 219 2,246 4,425

評価・換算差額等

その他有価証券
評 価 差 額 金

平成18年３月31日残高 △820 15,651 722 16,374

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当（注） △538 △538

　役員賞与（注） △30 △30

　中間純利益 1,046 1,046

　自己株式の取得 △4 △4 △4

　自己株式の処分 1 1 1

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間の変動額 (純額) △246 △246

中間会計期間中の変動額合計 △2 475 △246 228

平成18年９月30日残高 △823 16,127 475 16,602

　（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

　　　　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

自己株式

株     主     資     本

純資産合計

資本金

株主資本合計

資本準備金

資 本 剰 余 金

資本剰余金合計

　(単位:百万円)

そ　の　他
資本剰余金

利 益 剰 余 金

利益準備金
その他の利益剰余金

利益剰余金合計
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  
 
 １．資産の評価基準及び評価方法 
   (１) 有価証券 
    満期保有目的の債券            
     償却原価法によっております。 
    子会社株式及び関連会社株式 
     移動平均法に基づく原価法によっております。 
    そ の 他 有 価 証 券            
    ①時価のあるもの  
          中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によっております。 
    ②時価のないもの 
     移動平均法による原価法によっております。 
  （２）分譲土地建物 
     個別法に基づく原価法によっております。 
  （３）貯   蔵   品 
     移動平均法に基づく原価法によっております。               
 
 ２．固定資産の減価償却の方法 
  （１）有形固定資産 
      定額法によっております｡ 
  （２）無形固定資産 
      定額法によっております｡ 
 
 ３．工事負担金等の処理方法 
   鉄道業における工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原
価から直接減額して計上しております。 

   なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得
原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上することとしております。 

 
４．引当金の計上基準 
  （１）貸倒引当金 
     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
  （２）賞与引当金 
     従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
  （３）退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び退職給付信託の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
     なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により、翌期

から償却することとしております。 
     また､過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により、発生した事業年

度から償却することとしております。 
  （４）投資損失引当金 
     関係会社の事業に伴う損失に備えるため、当該会社の資産内容等を勘案し、当社が負担すること 

となる損失見込額を計上しております。 
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５．リ－ス取引の処理方法 
   リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については､ 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

 
６．重要なヘッジ会計の方法 
  （１）ヘッジ会計の方法 
     当社が行っている金利スワップ取引は金利スワップの特例処理の条件を充たしているため当該特

例処理を適用しております。 
  （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
     ヘッジ手段 金利スワップ取引 
     ヘッジ対象 借入金 
  （３）ヘッジ方針 
     借入金の金利変動リスクをヘッジすることを目的として金利スワップ取引を行っております。 
  （４）ヘッジ有効性評価の方法 
     当社の金利スワップ取引は、金利スワップの特例処理の条件を充たしておりその判定をもって有

効性評価に代えております。 
 
 ７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
    消費税等の会計処理の方法 
     税抜方式によっております。 
 
会計方針の変更 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 
 当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 
17年 12月 9日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用 
指針」（企業会計基準委員会 平成17年 12月 9日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 
 中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後の中間財務諸表等 
規則により作成しております。 
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＜注記事項＞
（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末
(平成17年9月30日) (平成18年9月30日) (平成18年3月31日)

　　１.有形固定資産の
　　　 減価償却累計額 46,165百万円 47,802百万円 46,816百万円

　　２.鉄道事業固定資産の取得原価から
　　　 直接減額された工事負担金等累計額 2,424百万円 2,474百万円 2,474百万円

　　３.担保に供している資産
　　　 並びに担保付債務
（担保資産）
財団抵当 24,105百万円 26,251百万円 23,674百万円
土地及び建物 3,620百万円 3,562百万円 3,614百万円
（担保付債務）
財団抵当借入金 36,121百万円 37,861百万円 35,750百万円
長期借入金 2,558百万円 2,190百万円 2,424百万円
預り保証金 2,989百万円 3,027百万円 2,974百万円

　　４.偶　発　債　務  
保証予約 842百万円 591百万円 598百万円

　　５.コミットメントライン契約  
　当社において、有利子負債削減、資金効率、金融収支の改善を目的としてシンジケーション
方式によるコミットメントライン契約を締結しております。
この契約に基づく当中間会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

借入極度額 4,000百万円 4,000百万円 4,000百万円
借入実行残高 ― ― ―
差引借入未実行残高 4,000百万円 4,000百万円 4,000百万円

（中間損益計算書関係）
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
(17.4.1～17.9.30) (18.4.1～18.9.30) (17.4.1～18.3.31)

特別損失のうち主要項目
　分譲土地評価損 ― ― 432百万円
　固定資産除却損        117 184百万円 141百万円        47 340百万円
　富士吉田ビルリニューアル損 ― ― 158百万円
　投資損失引当金繰入額 ― ― 138百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）
　当中間会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）
　 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末
普通株式（千株） 2,077 6 2 2,081
（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加　6千株は、単元未満株式の買取による増加であります。
　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少　2千株は、単元未満株式の売却による減少であります。

（リース取引関係）
半期報告書においてＥＤＩＮＥＴによる開示を行っているため記載を省略しております。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 152 円 86 銭 154 円 17 銭 151 円 77 銭

１株当たり中間（当期）純利益 9 円 9 銭 9 円 72 銭 6 円 32 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）算定上の基礎
１．１株当たり純資産額

中間貸借対照表の純資産の
部の合計額（百万円）
普通株式に係る純資産額
（百万円）

普通株式の発行済株式数（千株）

普通株式の自己株式数（千株）

１株当たり純資産の算定に用い
られた普通株式の数（千株）

２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

中間損益計算書上の中間
（当期）純利益（百万円）
普通株式に係る中間（当期）
純利益（百万円）
普通株主に帰属しない金額
（百万円）

　うち利益処分による役員賞与

普通株式の期中平均株式数
（千株）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（17.4.1～17.9.30） （18.4.1～18.9.30） （17.4.1～18.3.31）

（平成18年3月31日）

－ －16,602

－

－

16,602

（平成17年9月30日） （平成18年9月30日）

－

－107,687

－

－

－

－

109,769

2,081

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（17.4.1～17.9.30） （18.4.1～18.9.30） （17.4.1～18.3.31）

980 1,046 711

980 1,046 681

107,876 107,690 107,788

－ － 30

－ － 30

 


